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　日本の場合，昭和25年に239，000社であった株式会
社が，昭和47年1月には1，167，000社に増加し，年間
約平均4万社つつ増加している。世はまさに「会社時
代」である。しかし日本での「会社時代」は既に明治
時代に始まる。日本の株式会社制度は米国から（萬延
元年の遣米使節により移入されたということから）小
栗上野介により移入されたコンパニーに始まるが，日
本にはこれ以前，会社に類似するもの又は会社の先駆
とみるべき家族的結社及び匿名組合があった。しかし
近代的な会社は明治2年に設立された通商会社及び為
替会社をもって株式会社の濫筋とし，日本における株
式会社の起源ともされている（菅野和太郎著，日本会
社企業発生史の研究，33頁～34頁）。株式会社の発生，
発達をパートナーシップからジョイント・ストック・
コンパニーへというヨーロッパ型の株式会社にみると
きは合名会社又は組合に類する三井組，小野組，島田
組，鴻池組などに，更に菅野氏も指摘している如く
（前掲書），伊太利のコンメンダにその始めを求める時
は徳川時代の匿名組合にもその塙矢を求めることがで
きるように思われるが，今日の株式会社は形式，内容
共に通商会社，為替会社に求められる。通商会社，為
替会社は明治2年に明治政府の指導と援助のもとで東
京，横浜，大阪，京都，神戸，大津新潟，敦賀の8か
所に設立された。通商会社，為替会社の発生に「知識」
的に貢献があったものとして神田孝平の泰西商会法則
（明治2年刊行），加藤祐一の交易心得草（明治元年12
月刊行）があげられるが明治政府も明治4年9月に
「立會略則」及び「会社弁」を大蔵省より発行し，株
式会社の知識を国民に扶植し伝播しようとした。　「立
會略則」は渋沢栄一が大蔵省にあって著されたもので
通商会社と為替会社（銀行のこと）について記述され
ておる。「会社弁」は「福地源一郎がウェイランドの
経済書綱目中の会社篇を大旨としミル及びニーマンの
経済篇中について抄訳して編んだものである」　（菅野
和太郎著，前掲57頁）といわれる。大蔵省発行による
「立會略則」も「会社弁」も漢字でむつかしくて一般
の（商）人に理解しにくいからといって会社について
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　「俗談平話をもって親しく教示を受けん」として大阪
の商人が当時病気療養に大阪にきていた東京の人（後
に大阪商法会議所書記長）加藤祐一氏に依頼して株式
会社について（通商会社と為替会社について）やさし
く説明してもらったものを積玉圃主人という3人が筆
記印刷し出版したものが「会社弁講釈」である。いま
　「会社弁講釈」により日本の通商会社，為替会社の株
式会社及び銀行（立會略則ではパンクを為替会社と訳
してあるが，支那文字には銀行と書くのがバンクでご
ざると述べて為替会社が銀行のことであることを明示
している）についてその根本（発生史的意味におけ
る）を理解したいと思う。もちろんこの書物に述べ記
してあるのは会社，銀行の原理のみであるから，会
社，銀行の発生，発達の過程，それらをとりまく社
会，経済の発達との関連は別に考慮しなくてはならな
いであろう。ともあれ「会社弁講釈」は上・下2巻に
分かれ，上巻は「立會略則」に示されている商社，会
社について述べ，下巻には為替会社即ち銀行について
述べている。株式会社の組織，機構，活動については
上巻に示している。
　これによれば，諸商業の会社を立會略則ではひっく
るめて通商会社といい，通商交易は分業による相互に
余ったものの交換（交易）から起ること，この交易に
不便だから通用金銀（通貨のことと思う）ができ，商
人という媒介人ができると述べ，この交易によって一
国のみでなく世界万国とも交易し互に相扶けてゆくこ
とが自然の道理だと云い，商人の「商」という字は
「考える」という意味だから法に背かない限り自分の
考えで百万両の商もできる。その考えについては他人
も政府も妨げることができない（営業の自由）。我も
利あり，人にも利ありとしておこなえば自分のために
も国のためにもなると自然法的な精神によって貫かれ
ている。従って人を突き倒して自分のみ利するような
やり方は妊商であって誠の商人でないとも述べてい
る。そして誠の商人として国の産物を殖やす工夫，職
業の盛になる工夫，外国と交易してこちらが損せぬ工
夫などが商人の肝心のつとめであるから，そのために
も「同心協力」といって大勢の力を合せ一和してしな
くてはならないと殖産工業，富国のためにも同心協力
が必要であることを説き，大業を企てるには自分1人
の有金ではできないことが多いから，商社を建てなく
てはならない。商社を建てるには条約（定款）を作成
し，社中一同連印して政府へ願出し免許を受けて開業
するといわゆる免許主義を示している。商社は何業何
職でも3人以上で誰と結んでも差支えないとして会社
設立の自由を説いている。　「社」というのは「仲間組
合」と同じであるという。パートナーシップの「組合」
の精神と似ている。社中出金の仕方（資本金の出資方
法）は例えば1万両を百分の割合で1株を百両と定め
又は2百分の割で1株を50両と定める。もし1株を50
両と決めれば1万両2百株となる。社中の人が150人
ならばそのうち2株持，3株持，5株，10株持があっ
て1万両の金高が調うと出資方法を定めている。この
他，「差配人」「取扱人」として今日の「重役制度」を
定め，その選出が「社中一統の入札で定める」と「株
主総会」を規定している。しかし「資本家経営者」の
性格も，「差配人はその社の株数を多くもっているも
のの中から選ぶ」として規定している。更に商社の損
得の出金高に応じての割付，益金の分配，会社の備金
（準備金）積立金への充当の必要などについても述べ
ている。
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